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Ⅰ　はじめに
⑴　EC/EUは，1997年署名・1999年発効のアムステルダム条約による民事司法協
力分野における立法権限の付与を受け，近時相次いで，いわゆるブリュッセルⅠ規
則1を初めとする民事手続関係の数多くの規則2を制定・施行してきた。ただし，そ
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● 論　　説 ●
１ 「民事及び商事事件における裁判管轄並びに裁判の承認及び執行に関する2000年12月22日の
閣僚理事会規則（EC）第44/2001号」である。同規則は，改訂されて，現在，「民事及び商事事件
における裁判管轄並びに裁判の承認及び執行に関する2012年12月12日の欧州議会及び閣僚理事
会規則（EU）第1215/2012号」（いわゆるブリュッセルⅠa規則）によって取って代わられている。
２　ブリュッセルⅠa規則を初めとするこれらの規則に関しては，春日偉知郎教授の手になる翻
訳および解説を収めた，法務省大臣官房司法法制部編『欧州連合（EU）民事手続法』（法曹会・
2015年）がある。ただし，そこで言及されている（同書９頁）倒産規則は2015年５月20日付け
のEU規則（ABl. L 2015/141/19）によって全面的に改訂されている（2017年６月26日以降に開
始された倒産手続に適用）。また，そこに収録された規則等に関しては，それぞれこの著書に
先立つ先行業績（翻訳・解説）があり（同書42頁以下参照），筆者自身も督促手続規則に関して，
翻訳・解説を発表している。野村秀敏「EC督促手続規則」野村秀敏=安達栄司編著『最新EU民
事訴訟法判例研究Ⅰ』33頁以下（2013年，初出2012年・2013年）。
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れらはすべて紛争の観念的解決，執行名義の作成，あるいは執行の前提としての外
国で作成された執行名義の効力の承認という局面に関わるものであり，執行手続そ
れ自体に関わるものではなかった。しかしながら，執行法の分野は「ヨーロッパ民
事法空間のアキレス腱」とも言われ3，国境を越えての債権取立ての困難の一因と
なっていることが指摘されてきた。
このような困難は，既に，1998年のEC委員会から閣僚理事会と欧州議会に対す
る情報提供4中で指摘されていたものであるが5，そこでは，特に，ECレベルでの債
務者財産の保全のための措置の必要性が強調された。また，そのような措置の検討
に際しては，とりあえず，その中身を国境を越えて移動させることが容易であり，
それが凍結されれば任意に支払をしない債務者に対する有力な武器となりうる銀行
口座に対象を限定することが適当であるとされた。
その後，2001年の閣僚理事会によるこの情報提供に対する賛同6を受けて，EC委
員会は，2002年に，Hessに対して，この問題の克服のために，執行法に関する比較
法研究を委託した。そして，2003年末に完成されたこの研究の報告書7に基づく専
門家委員会の議論などを経た後，EC委員会は，2006年10月24日に，「EUにおける判
決の効率的な執行に関するグリーンブック：口座保全差押え」8を公表した。さらに，
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３　Grünbuch zur effizienteren Vollstreckung von Urteilen in der Europäischen Union: vorläufige
Kontenpfändung, KOM (2006) 618 endg., S.2.
４　Mitteilungen der Kommission an den Rat und an das Europäischnen Parlament: ”Wege zu
einer effizienteren Erwirkung und Vollstreckung von gerichtlichen Entscheidungen in der
Europäischnen Union”, ABl. C 1998/33/3, 14.
５　以下の，EU口座保全差押命令手続規則の制定の経緯の詳細に関しては，vgl. Hess, Der
Vorschlag der EU-Kommission zur vorläufigen Kontenpfändung, DGVZ 2012, 69 f.（なお，同一
の著者の手になる，Hess, Der Vorschlag der EU-Kommission zur vorläufigen Kontenpfändung,
Festschrift für Kaissis (2012), S.399 ff. は，DGVZ論文とほとんど同文であるので，以下ではDGVZ
論文のみを引用する。）; Nunner-Krautgasser, Der geplante Rechtsakt zur europäischen
Kontenpfändung, in: Hess (Hrsg.), Die Anerkennung im Internationalen Zivilprozessrecht－
Europäisches Vollstreckungsrecht (2014), S.130 ff.
６　Maßnahmenprogramm zur Umsetzung des Grundsatzes der gegenseitigen Anerkennung
gerichtlicher Entscheidungen in Zivil- und Handelssachen, ABl. C 2001/12/1, 5.
７　Hess, Study No.JAI/A3/2002/02 on making more efficient the enforcemnet of judicial decisions
within the European Union: Transparency of a Debtor’s Assets, Attachment of Bank Accounts,
Provisional Enforcement and Protective Measures (Version of 2/18/2004). http://ec.europa.eu/
civiljustice/publications/docs/enforcement_judicial_decisions_180204_en.pdf#search='hess+stud
y+no.jai'
８　前注（3）掲記のグリーンブックである。
これに関する公聴会などを経て，EU委員会は，2011年７月25日に，「民事及び商事
事件において国境を越えての債権の取立てを容易にするために，ヨーロッパ口座保
全差押命令を創設するための，欧州議会及び閣僚理事会規則のための提案」9（当該
規則の草案である）を提出した。この提案に対しては，各方面から様々な意見が表
明され，その中には否定的評価を下すものも相当数あったが10，提案の全体的方向
には賛成しつつも，それは債権者側の利益に傾き，債務者側の利益を軽視し過ぎて
いるという趣旨の意見も多かった11。そこで，EU委員会は，この意見を容れて立法
作業を進め，その結果，修正を受けた上記草案は，2014年５月15日付けのEU口座
保全差押命令手続規則12として成立した（以下，「保全差押規則」ということがある）。
同規則は，2017年１月18日から適用されることになっている（同規則54条）。
⑵　本稿は，このEU口座保全差押制度の概要を紹介することを主たる目的とす
るが（Ⅲ～Ⅷ），その前にこの制度の創設の背景を振り返るとともに，当該手続の
要点を摘示しておくこととする（Ⅱ）。また，上記のように，提案段階の草案は債
務者側の利益を軽視していると批判されていたから，特に，成立した規則はこの点
で草案とどのように異なるのかを若干詳しく見てみることとする（Ⅸ）。そしてそ
の上で，最後に若干の評価と展望を試みる（Ⅹ）。
上記規則は多くの点を国内法の規律に委ねており，各EU加盟国においてはこれ
に応えるための規定を整備する必要がある。そして，ドイツにおいては，既にその
ための草案13が議会に提出されており，その民事訴訟法第８編（強制執行）第５章
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９　Vorschlag für eine Verordnung des Europäischen Parlaments und des Rates zur Einführung
eines Europäischen Beschlusses zur vorläufigen Kontenpfändung im Hinblick auf die
Erleicherung der grenzüberschreitenden Eintreibung von Forderungen in Zivil- und
Handelssachen, KOM (2011) 445 endg.
10 この意見については，後述，Ⅹ⑵参照。
11　Hess, a.a.O.(Fn.5), S.74; Häcker, Die geplante EU-Verordnung zur grenzüberschreitenden
vorläufigen Kontopfändung, WM 2012, 2180; Domej, Das Rechtsbehelfsverfahren bei der
europäischen vorläufigen Kontenpfändung, Festschrift für Simotta (2012), S.142 f.; ders., Ein
wackeliger Balanceakt, Die geplante Verordnung über die Europäische vorläufige
Kontenpfändung, ZEuP 2013, 507 ff.
12 Verordnung (EU) Nr.655/2014 des Europäischen Parlaments und des Rates vom 15. Mai 2014
zur Einführung eines Verfahrens für einen Europäischen Beschluss zur vorläufigen Kontenpfän-
dung im Hinblick auf die Erleicherung der grenzüberschreitenden Eintreibung von Forderungen
in Zivil- und Handelssachen, ABl. L 2014/189/59.
13 EU規則第655/2014号の施行及びその他の民事訴訟規定改正のための法律草案（Entwurf eines
Gesetzes zur Durchführung der Verordnug (EU) Nr.655/2014 sowie zur Änderung sonstiger
（仮差押え及び仮処分）の後に，第６章（国境を越える口座保全差押え）として，
第946条乃至第959条を追加することが提案されている。本稿においては，適宜，こ
のドイツ民事訴訟法改正草案（以下，「ドイツ改正草案」という）の内容にも言及
することとする。なお，筆者は上記規則の考慮事由と条文の全文については別稿14
で試訳を試みており，本稿の叙述はそれを前提としていることを付言しておきたい
（なお，保全差押規則の条文は，原則として，条文番号のみで引用する）。
Ⅱ　制度創設の背景と手続の要点
⑴　EU委員会は，従来のEU諸国における口座保全差押制度には以下のような四
つの大きな問題点があると指摘していた15。
第１は，口座保全差押（以下，「保全差押（え）」という）命令発令のための手続
が各加盟国ごとに相当異なるという点である。そのために，債権者にとっての当該
命令の取得（とりわけ債務者の事前の審尋を経ないでの取得）の困難さ（ないし容
易さ）が国によって異なり，そのことがフォーラム・ショッピングを招いている。
また，債務者の事前の審尋を経ない（ex parte）手続に関しては，すぐ後に指摘する
ようなEU法上の問題点もある。
第２に，多くの加盟国において，債権者にとって債務者の銀行口座の有無・所在
を知ることが困難であるということがある。このような債務者の財産に関する透明
性の欠如が，債権者をして，この種の保全措置の利用を思いとどまらせている。
第３に，保全差押命令取得と執行のためにかかる費用は，渉外的要素を含む事件
においては，国内事件におけるよりも，一般により高額となる点である。なぜなら，
執行宣言手続にかかる費用は別としても，追加的に弁護士を依頼する必要があるこ
とがありうるし，翻訳や送達に余計な費用もかかるからである。このことも，債権
者をして，外国で法的な手続によって債権の取立てを試みることを躊躇させる。
第４は，執行手続は各国の国内法によるが，その内容・仕組みは多様であり，長
時間を要することも少なくない点である。そのために，定義上も迅速を要するはず
の仮の権利保護の措置の効率性が損なわれていることがある。
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zivilprozessualer Vorschriften, BT-Drs. 18/7560=BR-Drs. 633/15. http://dipbt.bundestag.de/
extrakt/ba/WP18/712/71249.html）。この法律草案の第１条第20項が民事訴訟法の本文に指摘し
た趣旨での改正を具体的に提案している。
14　専修ロージャーナル本号掲載。
15　KOM (2011) 445 endg., S.3 f.
⑵　もっとも，元々，EUには加盟国間における裁判の承認と執行を容易にする
ためのEU規則が存在するから，それによってここでの問題に対処しえないのか，
という疑問があるかもしれないが，これについては以下のように指摘される16。
EU口座保全差押制度の創設が検討されていた時期のブリュッセルⅠ規則の下で
は，それが適用されるEU域内の各加盟国間の関係においては，他国の裁判の承認
のための特別な裁判所手続は必要とはされていなかったが（同規則33条以下），執
行のためには，執行国である加盟国（以下，「執行国」という。そこで保全差押え
の対象となる口座が保有されている加盟国を意味する。保全差押規則４条11号参照）
における裁判所手続によって執行宣言を得ることが必要とされていた（ブリュッセ
ルⅠ規則36条以下）。そして，EC司法裁判所の古くからの判例17によると，債務者に
対して審尋の機会を与えることのない片面的な手続において下された仮の権利保護
に関する裁判は，他国における承認・執行適格を有しないとされてきた。しかしな
がら，債務者に事前に審尋の機会を与えたのでは，執行妨害に対処して債務者財産
を保全しようという保全差押えの目的を達することができないのは明らかである。
これに対し，2015年1月10日から適用されているブリュッセルⅠa規則は，執行宣
言手続を全面的に廃止している18（同規則39条以下）。すなわち，あるEU加盟国にお
いて下された裁判であって，当該加盟国において執行することができるものは，他
の加盟国においても，執行宣言を必要とすることなく，当該他の加盟国において下
された裁判と同一の条件の下で，執行される（同規則39条・41条１項）。そして，
このことは，それが本案の管轄裁判所によって下されている場合には，対審的な手
続が先行していない仮の権利保護の裁判に関しても当てはまる（同規則２条a第２
段落第１文）。この限りでは，ブリュッセルⅠa規則は従来の判例の線から意識的に
離れたのであるが，そのような態度は中途半端にとどまっており，執行のためには，
結局，その裁判の執行前の被申立人への送達が要求されている19（同規則２条a第２
段落第２文）。これでは，結局，上記のような保全差押えの目的を達することはで
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16 Vgl. Hess, a.a.O.(Fn.5), S.70 f.; Fawzy, Der Europäische Beschluss zur vorläufigen
Kontenpfändung－eine zörgerliche Pionierleistung, DGVZ 2015, 142.
17 Bernard Danilauler v. SNS Couchet Fréres, Case 125/79, [1980] ECR 1553 = ECLI: EU:C:1980:131.
18 この点については，法務大臣官房司法法制部編・前掲注（2）22頁以下，岡野祐子「Brussels
Ⅰ規則改正に見る諸問題」国際法外交雑誌113巻１号34頁以下（2014年）参照。
19　同規則42条２項cは，執行の申立てに際して，申立人は，執行の管轄官庁に対して，保全処
分が予め被告を呼び出すことなく命ぜられたときは，保全処分の裁判の送達の証明書を提出し
なければならない，としている。
きないから，ブリュッセルⅠ規則の改訂では済まず，やはり，別個の規則が必要さ
れることになる。
⑶　そこで，EUは，特に中小企業を念頭に置きつつ，国境を越える債権の取立
てを容易にし，渉外的な民商事事件における裁判所の裁判のより効率的な執行を可
能とするために20，新たなEU口座保全差押命令手続規則を制定した。新たな手続の
要点としては，以下のようなことを指摘することができる21。
第１に，保全差押命令手続は，各加盟国の国内保全手続と併存する，それとは別
個の，すべてのEU加盟国において利用しうる統一的な手続である。債権者は，そ
れぞれの要件が満たされていれば，保全差押命令手続と各国の国内手続とを任意に
選択して利用することができる。立法作業の当初の段階では，指令によって各国内
法の調和をはかる方策も検討されたが22，結局，規則による方法が採用された。こ
のような方法によってEU独自の手続を創設するのは，最近のEUの民事手続立法の
傾向である23。
第２に，保全差押規則は，国境を越える性格を有する事件，すなわち渉外事件に
のみ適用になる。
第３に，所定の手続に従って下される保全差押命令は，すべてのEU加盟国にお
いて承認され，執行される。執行のために特別な執行宣言手続は必要とされない。
第４に，保全差押規則は，保全差押命令の発令前に債務者の銀行口座の有無・所
在に関する情報を取得するための新しい仕組みを導入している。債務者の財産の探
索は銀行口座にのみ関わるものではなく，一般的な問題である。そこで，そもそも
EU委員会は，口座保全差押制度に関するグリーンブックと並んで，2008年３月７
日には債務者財産の透明化に関するグリーンブック24も公表していた。しかし，こ
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20　KOM (2011) 445 endg., S.4.
21 Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.142; Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.132 f.; Mitteilung des Rates
der Europäischen Union an die Presse, 3207. Tagung des Rates Justiz und Inneres vom 6./7.
Dezember 2012, 17315/12 Presse 509 PR CO 70, S.14 f. http://europa.eu /rapid/press-
release_PRES-12-509_de.htm＞PDF
22 Commission Staff Working Paper, Impact Assessment, Accompanying the Document: Proposal
for a Regulation of the European Parliament and of the Council Creating a European Account
Presavation Order to facilitate cross-border debt recovery in the civil and commercial measures,
SEC (2011) 937 final, p.31-32.
23 先行するそのような立法として，2006年の督促手続規則，2007年の少額事件手続規則がある。
法務大臣官房司法法制部編・前掲注（2）35頁以下，野村・前掲注（2）35頁以下参照。
24　Grünbuch: Effiziente Vollstreckung gerichtlicher Entscheidungen in der Europäischen Union:
の問題に関する立法作業はそれ以上進展していないようであり，保全差押規則中の
関係規定は一部だけそれを先取り的に解決したという意味も有する。
第５に，債務者は保全差押命令の申立てについて通知を受けることも，命令の発
令と実行前に審尋されることもないとされている。保全差押えの有効性を確保する
ためには，何よりも「不意打ち効果」が重要であるからである。
第６に，保全差押規則は，債権者の利益と債務者の利益の適切な調整に努めてい
る。「不意打ち効果」からすると，保全差押手続は，第一次的には債権者の利益に
資する制度である。しかし，先にも指摘したように，提案（草案）段階での債権者
側の利益に傾き過ぎているとの批判に鑑みて，成立した規則は債務者側の利益にも
配慮し，双方の適切な調整をはかるべく意を用いている。
なお，保全差押手続によって講ぜられるのはあくまで保全措置にとどまり，満足
段階の手続は，従来どおり，各加盟国の国内法に委ねられる。立法者のこの自制は，
満足段階まで規則によって規律することとなれば，これまでEU法によっては手を
触れられないできた執行法という国内法システムの領域にあまりに深く切り込むこ
とになると感ぜられたからであると説明されている。とりあえず，まず一歩の前進
ということであり，立法過程で，新たな手続が上手く機能すれば，将来的には，満
足段階まで進むEU手続創設の可能性もありうるかもしれないとされている25。
Ⅲ　適用範囲
⑴　保全差押規則は国境を越える事件にのみ適用される。事件が国境を越えるも
のと見做されるのは，申立てを受けた裁判所または債権者の住所の所在地国と保全
差押えの対象となる銀行口座とが別個の加盟国に所在する場合である（３条１項）。
督促手続などとは異なって（督促手続規則３条１項，少額事件手続規則３条１項参
照），債務者の住所の所在地国は基準とはならない。逆に口座所在地が基準として
追加されている点も，督促手続との相違である。当事者の住所地のみを基準とする
のでは狭すぎるとの学説の批判26に応えたものとされる。
⑵　保全差押えの対象になるのは，銀行口座に貸方記入されている資金に限られ
る（「銀行口座」または「口座」，「銀行」，「資金」の定義につき，４条１号乃至３
号）。逆に言うと，有価証券，金銭市場証券，オプション取引，金融デリヴァティ
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Transparenz des Schuldnervermögens, KOM (2008) 128 endg.
25 SEC (2011) 937 final, p.32-33.
26 Hess, Europäisches Zivilprozessrecht (2010), § 2 Rdnr.13 f.
ヴのすべての金融商品は対象外とされている。これをこの制度の弱点とする見解が
あるが27，この点は，保全差押規則自体が将来の検討課題として指摘している（53
条１項a）。
保全差押規則は，原則として，EU全加盟国に対して適用されるが，イギリスと
デンマークは例外である（考慮事由第50項・第51項）。EUにおける最大の金融市場
であるイギリスが除外されるのは，この規則の大きな限界として遺憾の念が表明さ
れる28。
Ⅳ　管　轄
⑴　保全差押手続は，本案の執行名義の取得のための手続の係属前，係属中のほ
か，その後においても利用しうる（５条）。最後の時期も利用可能とされているの
は，国境を越えての執行名義の承認・執行には困難を伴い，時間を有することがあ
りうるからである29。
⑵　保全差押手続が本案の手続の開始前またはその途中に申し立てられるとき
は，関係の適用されるべき管轄規定による本案の裁判についての管轄加盟国の裁判
所が保全差押手続に関しても管轄する（６条１項）。関係の管轄規定とは，基本的に，
ブリュッセルⅠa規則を意味する。草案段階では口座所在地の加盟国の裁判所の管
轄も認められていたが（草案６条３項），保全差押えの段階の裁判と本案の裁判と
の矛盾判断のおそれを大きくすると批判されて30，規則には取り入れられなかった。
債務者が消費者であるときには例外があり，その住所地国の裁判所に専属管轄が認
められる（保全差押規則６条２項）。これに対し，債権者が既に執行名義（となる
20 専修ロージャーナル　第12号 2016. 12
27 Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.142; Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.148.
28 Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.142; Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.148．これは，イギリスのEU
からの離脱が決定される以前から，そうなのである。したがって，イギリスのEU離脱が実現
されるより前に保全差押規則の適用開始日が到来するであろうが，そうなっても，イギリスに
関して当該規則が適用されることはない。
29　Hess/Raffelsieper, Die Europäische Kontenpfändung: Eine überfällige Reform zur Effektuierung
grenzüberschreitender Vollstreckung im Europäischen Justizraum, IPRax 2015, 47; Schlosser/
Hess, EuZPR, 4.Aufl. (2015), Art.5 EuKtPVO Rdnr.1．このことは，執行宣言手続を廃止したブ
リュッセルⅠa規則によっても，外国の執行名義による執行を妨害ないし引き延ばすための多
くの誘因が債務者には与えられているから，なお変わらない。Vgl. Hess, Urteilsfreizügigkeit
nach der VO Brüssel-Ia: beschleunigt oder ausgebremst?, Festschrift für Gottwald (2014), S.273
ff., insbes. S.278 ff.
30 Häcker, a.a.O.(Fn.11), S.2182 f.; Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.136.
べき文書）を取得しているときは，そこで当該執行名義（となるべき文書）が成立
した加盟国の裁判所が管轄裁判所となる（６条３項・４項）。
⑶　事件が管轄権を有する加盟国のいずれの裁判所の管轄に属するかの国内土地
管轄，事物管轄，職分管轄の問題は当該国の国内法による31。ドイツ改正草案946条
は，本案の管轄裁判所またはその管轄区域内で公の証書が作成された裁判所を管轄
裁判所としている。
Ⅴ　保全差押命令の発令
１　申立て
⑴　債権者は，所定の書式による申立書を提出することによって，保全差押命令
の申立てを行う（８条１項）。申立書やその他の文書の提出，伝達は，電子的方法
によることもできる（８条４項）。弁護士代理は義務的ではない（41条）。
申立書の必要的記載事項としては，以下のようなものがある。すなわち，自然人
に関しては，氏名，生年月日，識別またはパスポート番号，法人に関しては，商業
登記簿の登録番号，さらには，差し押さえられるべき債務者の口座のある銀行の識
別番号32である。また，判明するのであれば，債権者は差し押さえられるべき口座
の口座番号も記載する。銀行の識別番号が不明のときは，債権者は口座情報入手の
申立てをした旨の陳述を記載する。さらに，債権者は，被保全債権を額を特定して
記載し，理由付けなければならない。ただし，当該債権に関して既に執行名義（と
なるべき文書）が存在するときは，債務者がそれを未だ全部または一部支払ってい
ない旨を記載すれば十分である（詳細は，８条２項 a－o）。
⑵　債権者は，同一の債権の保全のために，同一の債務者に対して，複数の裁判
所に，同時に，保全差押命令の申立てをすることはできない（16条１項）。しかし，
債権者は，各加盟国の国内法による保全の申立てをすることまで禁止されているわ
けではない（考慮事由第６項参照）。ただし，債権者は，保全差押命令の申立書に，
同一の債権に関して，別途，保全差押命令の申立てをしたか，または既にその命令
を取得したかを記載しなければならず，さらに，却下・棄却されたそのような申立
てについても申告しなければならない（16条２項・８条２項m）。申立て後，手続
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31 Cranshaw, Der europäische Beschluss zur vorläufigen Kontenpfändung, WM 2012, 404;
Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.136.
32 IBAN（International Bank Account Number）またはBIC（Bank Idtenifier Code）。
係属中に，同等の国内保全命令の発令，その申立ての却下・棄却があれば，債権者
はその旨をEU口座保全差押命令の裁判所に通知しなければならない（16条３項）。
これらの事情は，裁判所がEU口座保全差押命令の申立てを認めるか否かに際して
斟酌される（16条４項）。
２　実体的発令要件
⑴　保全差押命令の実体的な発令要件としては，まず，いわゆる保全の必要性が
要求される（７条１項）。すなわち，当該債権の執行が不可能または著しく困難と
なる現実的なおそれがあるので，その命令が差し迫って必要でなければならず，債
権者は，裁判所にこの旨を適切に認めさせるのに十分な証拠方法を提出しなければ
ならない。
これに関しては，「著しく困難」とか「現実的なおそれ」とかの不特定概念がどの
ように解釈されるべきかが問題とされている33。主観的基準によると，不可能ない
し困難となることについての債務者の主観的態度が必要であるとされ，債務者に対
して多数の執行名義が存在するとか，支払を求める複数の訴訟が係属するとの事実
や，債務者が支払不能，その財産状態が悪化しているというのでは十分ではないと
される。これに対し，客観的基準によると，これらのことで，上記のおそれに十分
であるとされる。考慮事由は，これらの事実は，それだけでは十分ではないとして
いるが，債権者の利益と債務者の利益の全体的衡量の中では考慮されるとしており
（考慮事由第14項第３段落・第４段落参照），中間的立場をとっている。
次に，未だ執行名義がない場合には，債権者は上記に加えて，本案に関して債権
者に有利な裁判がなされる見込みがあることを，裁判所に適切に認めさせるのに十
分な証拠方法を提出しなければならないが（７条２項），既に執行名義があればこ
れは要求されない。
どの程度の証明があった場合に上記の要件の存在を「認める」のが「適切」かは，
各加盟国の国内法によると解されている。そこで，ドイツやオーストリアにおいて
は，証明ではなくして疎明で十分とされている34。
⑵　保全差押命令の発令のためには担保を立てることが必要となりうるが，この
22 専修ロージャーナル　第12号 2016. 12
33　Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.138 f.
34 Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.139; Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.143; Hess/Raffelsieper,
a.a.O.(Fn.29), S.48. なお，Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.5 EuKtPVO Rdnr.5 は宣誓に代わる
保証「だけ」では十分ではないとしている。
点については後述する（後述，Ⅸ５参照）。
３　保全差押命令の発令
⑴　裁判所は，申立書とそれに添付された証拠方法（必要であれば，追加の証拠
方法の提出を求めることも可能）に基づいて，すなわち書面手続によって，申立て
に関する裁判をする（９条１項）。ただし，さらに，国内法によって認められた追
加的な証拠調べを実施することもでき，それには，債権者や証人の口頭での審尋も
含まれるが（９条２項），債務者の審尋は認められない。そもそも債務者には，保
全差押命令の発令前には，その申立てに関する通知もなされない（11条）。
このこととの関連では，いわゆる保護書面の考慮の可否が問題とされる。保護書
面とは，片面的な手続により裁判所の命令の発令が予想されるときに，債務者側か
ら自己の意見を記載して申立ての見込まれる管轄裁判所に，それを考慮に入れるべ
き旨を求めて提出しておく書面のことであるが35，否定説は保全差押規則11条の文
言（「債務者は，……意見陳述の機会を有しない。」）を理由とする36。しかし，手続
が片面的であるのはそれ自体が目的であるわけではなく，防御書面を考慮したから
といって，不意打ち効果というその目的が害されるわけでもないから，この点は積
極説が適切であるように思われる37。
なお，９条に関連し，ドイツ改正草案947条１項は，債権者はすべての証拠方法
と宣誓に代わる保証を利用することができるが，即時に実施可能な証拠調べのみが
許されるとする。
⑵　裁判所が何時から何時までの間に裁判しなければならないかに関しては，一
定の定めがある。すなわち，未だ執行名義が存在しない場合には，債権者による申
立書の提出から10労働日の末までであり，それが存在する場合には，５労働日の末
までである（18条１項・２項）。この差異は審理が必要な事項の差異（７条１項・２
項参照）に対応している38。ただし，この期間の不遵守には具体的な効果は結び付
けられておらず，45条が裁判所に，可能な限り迅速に必要な措置をとることを義務
付けているにとどまる。
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35　保護書面の詳細については，出口雅久「ドイツ保全実務における保護書面の発展」法学研究
（慶応義塾大学）63巻11号91頁以下（1990年）参照。
36　Häcker, a.a.O.(Fn.11), S.2184.
37 Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 509.
38 Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.17－19 EuKtPVO Rdnr.3; Hess/Raffelsieper, a.a.O. (Fn.29), S.49.
なお，この10労働日，５労働日は草案段階では７暦日，３暦日とされていたが
（草案21条３項・５項），特に後者について非現実的との批判39があったことに鑑み
て変更されたものである。また，そもそもそのような期間の限定を設けることに対
して裁判官の独立に反するとのドイツ裁判官連盟による反対もあったが40，その期
間が適切な（sachgerecht）裁判を可能とするものである限り，憲法違反ではなく，
効率的な司法に資するものであると反論される41。
保全差押命令は所定の書式を使用して作成され，裁判所の押印，裁判官の署名が
なされる（19条１項）。書式は２つの部分に分かたれ，銀行，債権者および債務者
に伝達されるパートAは，命令を実行すべき旨の銀行への指示（24条参照。これに
ついては，後述，Ⅶ２⑴参照）を含む（19条１項a・２項）。これに対し，債権者と
債務者に伝達されるパートBは，命令発令に関する理由や債務者への不服申立方法
の教示などを含む（19条１項b・３項）。
⑶　債権者が本案手続の開始前に申立てをしたときは，その申立てをした裁判所
に，本案手続を開始した上で，保全差押えの申立書提出の30日以内または命令発令
後14日以内に（遅い方の時点が基準になる）本案手続開始の旨の証明をしなければ
ならない（10条１項１文）。この期間は債務者の申立てによって伸長されうる。た
とえば，当事者間に手続外で和解交渉が行われている場合である（10条１項２文）。
必要な証明が所定の期間内に裁判所に対してなされないときは，命令は取り消され
るか，自動的に終了する（10条２項第１段落）。命令を発令した裁判所が執行国に
所在するときは，命令の取消し・終了はこの国の法により，この国においてなされ
る（10条２項第２段落）。発布国である加盟国（以下，「発布国」という。そこで保
全差押命令が発令された加盟国を意味する。４条12号）と執行国とが異なるときは，
発令裁判所が書式を使用して命令の取消しの裁判をし，当該書式を執行国の管轄官
庁に転達し，それが取消し・終了のために必要な措置をとる（10条２項第３段落）。
ドイツでは，ドイツで発令された保全差押命令のドイツでの取消し（10条２項第
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39 Stellungnahme der Wirtschaftskammer Österreich zur VO-Vorschlag zur vorläufigen
Kontenpfändung vom 8.9.2011, S.7. https://www.wko.at/Content.Node/ Interessenvertretung/
Wirtschaftsrecht/799_VO_Vorschlag_Kontenpfaendung_STN_080911.pdf
40 Stellungnahme des Richterbundes zum Entwurf eines Gesetzes zur Durchführung der
Verordnug (EU) Nr.655/2014 sowie Änderung sonstiger zivilprozessualer Vorschriften 
(EuKoPfVODG) Nr.3/2015. http://www.drb.de/stellungnahmen/2015/eu-konten pfaendungsvo.html
41 Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.17－19 EuKtPVO Rdnr.4.
１段落）が決定によってなされる（ドイツ改正草案949条１項）。他の加盟国の取消
しの書式の転達を受ける機関はその管轄区域内で執行が行われるべき，または行わ
れた区裁判所であり，当該区裁判所はその書式を銀行に送達しなければならない
（ドイツ改正草案949条２項）。
Ⅵ　口座情報の入手
⑴　債権者は，保全差押命令の申立書に保全差押えの対象となるべき口座がある
銀行を特定して記載しなければならないが（８条２項d），そのようなことが常に可
能であるとは限らない。そこで，保全差押規則は，口座情報を入手するための制度
を創設し，債権者が必要な情報を有しないときは，保全差押えの申立てと同時に情
報入手の嘱託の申立てをすることを求め，申立書中にその申立てをした旨の記載を
すべきこととした（８条２項 f・14条２項）。
上記の嘱託の申立てをするために，債権者は執行力のある執行名義を有しなけれ
ばならない（例外的にのみ未だ執行しうる状態になっていない裁判等でも足りると
されているが，いずれにせよ，裁判等は必要である。14条）。草案段階では存在し
なかった（草案17条参照）このような限定は，私人の情報を国家が関与して入手す
るというこの制度の性格に鑑みて（考慮事由第20項），立法手続の過程で挿入され
たものである。しかし，その結果，実際上，この制度を利用できるのは公の証書が
執行名義として存在する場合に限られてしまうのではないかといった疑問が呈され
ることにもなっている42。また，債権者は，保全差押えの申立書に，そこで債務者
が働いているとか，財産を所有しているといった（考慮事由第20項），債務者が当
該加盟国に一つまたは複数の口座を有すると思われることを理由付ける事情を記載
しなければならない（８条２項 f・14条２項）。債権者に対する過大な要求となるか
ら，債務者が特定の銀行に口座を有すると思われることまで主張する必要はない。
裁判所は債権者の申立てに理由があり，保全差押命令発令のための要件も満たさ
れているなど，問題がないと考えれば，執行国の情報官庁に情報を求める嘱託を転
達する（14条３項）。各加盟国は，この情報官庁を予め指定してEU委員会に通知し
ておくことが必要である（50条１項b）。
情報官庁は，各加盟国において次の四つの選択肢のうちから予め定めて（14条３
項），EU委員会に通知した（50条１項c）情報入手手段の一つを利用して必要な情
EU口座保全差押制度の創設　　25
42 Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.144.
報の入手に努める（14条４項）。その手段とは，ⓐ債務者の口座の有無に関する銀行
の開示義務，ⓑ情報官庁による公の登録簿等の公的機関に蓄積された情報へのアク
セス，ⓒ債務者の銀行口座の所在に関する開示義務（差押命令の対象となる金額ま
で口座上の資金を引き出したり，送金しない旨の債務者の対人的義務を伴う43），ⓓ
金銭的，時間的出費が不相当でない限りでの，関係の情報を有効かつ実効的に入手
しうるその他の方法，である。草案段階ではⓐⓑしか認められていなかったが（草
案17条５項），オーストリアにおいて，その双方とも適切ではなく，ⓒの手段を設
けるべきであるとの意見があったこと44に鑑みて，ⓒⓓが加えられたと思われる。
入手される情報は特定の銀行における債務者の口座の有無だけであり，口座上の現
在高が幾らかやその動きは含まれない。
情報官庁は，入手した情報を速やかに嘱託裁判所に転達し（14条６項），入手が
できなかったときは，その旨を通知する（14条７項）。
⑵　ドイツ裁判所は，他の加盟国からの転達を受けた情報を保全差押手続の目的
のために蓄積し，伝達し，利用することができるが，その情報が保全差押命令の発
令のために必要でなければ，それは遅滞なく閉鎖され，または削除されるべきもの
とされる。削除は記録にとどめなければならない（ドイツ改正草案947条２項１文
乃至３文）。また，債権者は入手データを執行の目的のためにのみ使用することが
許され，目的達成後はそれを削除しなければならない（ドイツ改正草案947条２項
４文，ドイツ民事訴訟法802条d第１項３文）。
他方，ドイツ改正草案948条１項は，保全差押規則14条４項の情報官庁を，「連邦司
法庁（Bundesamt für Justiz）」とする。同条２項によると，連邦司法庁は，他の加盟
国から転達された口座情報入手の嘱託を受けて，連邦中央税務庁（Bundeszentralamt
für Steuer）」に，金融機関の下で租税法（Abgabenordnung）93条b第１項所定のデー
タを呼び出すように嘱託することができる（租税法93条８項）。さらに，同条３項
によると，連邦司法庁は，他の加盟国から受けた嘱託を記録化する。嘱託をしてき
た機関の名称，データの呼出し，このデータの受領の日時，嘱託機関へのデータの
転達も記録化する。連邦司法庁は，転達後遅滞なく口座情報の内容を削除し，削除
の旨も記録化する。
上記の948条２項は，以下のように，ドイツは先に述べた情報入手手段のうちのⓑを
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43 この対人的義務は，後注（54）およびその付記箇所の凍結命令における義務を念頭に置いたも
のである。
44　Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.140 f.; Mohr, Die vorläufige Kontenpfändung (2014), S.84.
採用するということを意味する45。すなわち，2002年に金融制度法（Kreditwesengesetz）
に挿入されたその24条c第１項は，ドイツのすべての金融機関に，以下のデータを
蓄積したファイルの作成を義務付けている。そのデータとは，口座番号，口座開設
の日時，所有者と処分権者の氏名・名称と誕生日（自然人の場合）および経済的な権
利者が異なればその氏名・名称と住所であり，口座の現在高やその動きは含まれな
い。そして，そのデータの呼出し権限は連邦金融サービス監督庁（Bundesanstalt
für Finanzdienstleistungsaufsicht）にあり，それは自らの監督権限の行使のために
情報を呼び出すことと（24条c第２項），他からの嘱託を受けて呼び出すこととが
ある（24条c第３項）。さらに，連邦金融サービス監督庁以外の機関が他からの嘱
託を受けて上記データを呼び出しうるとする規定が順次設けられてきているのであ
るが46，2003年の改正によって租税法に付け加えられたその93条８項は，一定の行
政事務に関する管轄官庁は，連邦中央税務庁に，金融機関の下で租税法93条b第１
項所定のデータ（金融制度法24条c第１項のデータ）を呼び出すように嘱託するこ
とができるとし，租税法93条b第２項は，嘱託を受けた連邦中央税務庁はデータを
呼び出して，そのデータを嘱託者に伝達することができるとしている。ドイツ改正
草案948条２項は，連邦司法庁をこの管轄官庁と同列に置くとの趣旨の規定である。
Ⅶ　保全差押命令の執行
１　保全差押命令の執行
⑴　保全差押命令は，他の加盟国において自動的に承認され，執行も執行宣言を
要することなく行われる（22条）。具体的には，執行は，保全差押規則第３章の規
定（22条乃至32条）を別として，執行国における同等の国内命令の執行について適
用される手続に従って行われる（23条１項）。
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45 Vgl. Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.144; Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.14 EuKtPVO Rdnr.5．なお，
既にフランスには類似の制度が存在する。山本和彦「フランス法からみた金銭執行の実効性確
保」三木浩一編『金銭執行の実務と課題』124頁以下（2013年）参照。
46　たとえば，2013年１月１日から施行されているドイツ民事訴訟法802条１によると，債務者
が財産開示義務を履行しない場合，開示された財産対象への執行によっては完全な満足を得る
ことができない見込みがある場合に，執行官は，年金基金に被保険者の使用者の名称・住所に
関する情報の提供を求める，連邦自動車庁に債務者がその所有者として登録されている自動車
とその所有者に関する情報の提供を求めるほか，連邦中央税務庁に対して，金融機関の下で租
税法93条b第１項所定のデータを呼び出すように嘱託することができる，とされる。
ドイツ改正草案950条は，保全差押命令の執行については，他に特別な規定のな
い限り，民事訴訟法第８編の強制執行に関する規定と930条１項２文とが準用され
るとしている。後者の規定は，仮差押えの執行のための差押えは他の差押えと同一
の原則に則って行われ，（仮）差押質権を根拠付けるとの趣旨である。
ドイツ改正草案951条１項１文は，ドイツで発令された差押命令がドイツで執行
されるべきときは，他の加盟国に住所を有する債権者は，当該命令を銀行に送達さ
せなければならないとしている。「債権者は」「させなければならない」というのは，
債権者による当事者送達を意味している47。
⑵　保全差押命令が発布国以外の加盟国で執行されなければならないときは，発
令裁判所または債権者（いずれであるかは，発布国の法により執行手続の開始につ
いて権限を有する者が誰であるかによる）は，直接送達はせずに，とりあえず命令
を執行国の管轄官庁に転達する（23条３項）。命令を受領したこの管轄官庁は，そ
の国内法に従って執行させるために必要な措置をとる（23条５項）。各加盟国は，
この管轄官庁をEU委員会に通知しなければならない（50条１項e・４条14号）。
ドイツで発令された差押命令が他の加盟国で執行されるべきときは，（裁判所で
はなく）債権者が銀行に対する保全差押規則23条３項の送達を開始しなければなら
ない（ドイツ改正草案951条１項２文）。保全差押規則23条３項・５項の管轄官庁は，
その管轄区域内で執行が行われるべき，または行われた区裁判所であり，この区裁
判所は保全差押命令を銀行に送達しなければならないとされている（ドイツ改正草
案952条１項１号・２項１号）。
ドイツ改正草案951条１項２文が当事者送達を規定しているのは，同項１文と平
仄を合わせたものであり，これにより，執行が内国で行われる場合と外国で行われ
る場合との均衡がはかられている。しかし，保全差押規則は特段の送達方法を定め
ていないから，ここでもEU送達規則が適用されることになろうが，それは嘱託機
関，受託機関，外交官または領事官による送達，郵便吏員による送達，直接送達な
ど複雑な仕組みを採用している48。そこで，債権者が自らの責任でそのような仕組
みを利用しなければならないとするのは相当ではなく，職権送達を認めるべきであ
るとの批判がなされる49。
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47　ドイツでは国内の債権差押命令の第三債務者に対する送達が当事者送達（ドイツ民事訴訟法
191条以下）であること（ドイツ民事訴訟法829条２項１文）と平仄を合わせたものと思われる。
48　これについては，安達栄司「EUの新しい国際送達規則」野村＝安達編著・前掲注 (1) 14頁以
下参照。
他方，執行国の管轄官庁を中間に挿入することの趣旨は，銀行が保全差押命令を
確実に入手できるようにし，管轄官庁が職権で差押えが許容される限度を斟酌して
債務者の保護を十全にする点にあると説明される50。しかし，これは迅速性を害す
るものであって利用しにくいから，裁判所または債権者から銀行への直接送達を認
めた方がよいとの批判もある51。
２　口座の摑取
⑴　保全差押命令を受領した銀行は，遅滞なく，命令中の指示を実行しなければ
ならない（24条１項）。具体的には，銀行は，命令中で特定された口座上の資金が
送金されたり，引き出されたりしないように確保する措置をとるか，当該資金を保
全差押えのために決められた口座に送金するか，いずれかのことをしなければなら
ない（後者は，国内法に定められている限りで行う。24条２項）。当該銀行に債務
者の複数の口座が存在し，その現在高の総計が命令中にあげられた債権の金額を上
回るときは，まず債務者の単独名義の貯蓄口座，次に振替口座に差押えの効力が及
ぶ。そして，執行国の法によって差押可能である限りで（30条），共同名義の貯蓄口
座，共同名義の振替口座の順に差押えの効力が及ぶ（24条７項）。上回っている部
分には，保全差押命令の効力は及ばない（24条５項）。これに対し，命令中の指示
を実行した後に当該口座に入金された資金にも保全差押えの効力が及ぶのか，その
点の解決は各加盟国の国内法に委ねられるのかは，保全差押規則上は未解決になっ
ていると指摘されるが52，当該規則自体が，この問題の解決を今後の検討課題とし
ている（53条１項b）。
銀行は，所定の書式を使用して，保全差押命令を実行した後３労働日までに，債
務者の口座上の資金が保全差押えの対象となったか，どの範囲でそうか，もしそう
であれば，何日に命令が実行されたかに関する陳述を行う（25条１項）。命令の発
令国と執行国とが同一であるときは，銀行はこの陳述書を発令裁判所と債権者に転
達する（25条２項）。発令国と執行国とが異なるときは，陳述書は執行国の管轄官
庁に転達され，この官庁が陳述書を発令裁判所と債権者に転達する（25条３項）。
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49　Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.145.
50 KOM (2011) 445 endg., S.8.
51 Hess, a.a.O.(Fn.5), S.75; Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.23 EuKtPVO Rdnr.3; Nunner-
Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.141.
52 Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.145.
保全差押規則により銀行に課せられた義務の不履行に関する銀行の責任は，執行
国の法によって規律される（26条）。これとの関係では，たとえば，銀行は，自ら
への送達前は保全差押命令のことを知らないであろう顧客である債務者に，口座の
閉鎖を説明するために保全差押命令を示してよいかが不明確であるといったような
疑問が呈示されている53。
⑵　先に述べたように（前述，Ⅴ１⑵参照），債権者は，別々の複数の裁判所で，
同一の債務者に対する同一の債権のために，並行的に保全差押えの申立てをするこ
とはできない（16条１項）。これに対し，すぐ上に述べたように，同一の裁判所で，
債務者の複数の口座を一つの保全差押命令によって差し押さえさせることはできる
が，それらの口座がすべて一つの銀行にあれば，当該銀行は命令中に掲げられた債
権額の限度で命令中の指示を実行するに過ぎない（24条５項・７項）。これらの場
合には，過剰な差押えには繋がらない。
他方，債権者が，同一の裁判所で，同一の加盟国または別々の加盟国の別々の複
数の銀行にある口座を，一つの保全差押命令によって差し押さえさせるときには，
各銀行は命令中にあげられた債権額全額について命令中の指示を実行する。この場
合には過剰差押えとなりうるが，そうなるときは，債権者は，保全差押命令中にあ
げられた金額を越える資金に対する差押えが解放されるように必要な措置をとる義
務を負う（27条１項a）。また，加盟国の国内法による保全差押命令の存在は，EU
の保全差押命令発令の可否を判断するにあたって斟酌されるということも先に述べ
たところであるが（前述，Ⅴ１⑵参照），裁判所は，通常，差押えの対象となる口
座の現在高を知らないから，国内法による保全措置とEUの保全差押命令が競合し
て，複数の口座上の資金が差し押さえられて過剰差押えとなることがありうる。こ
の場合にも，債権者は上記と同様の義務を負う（27条１項b）。
⑶　保全差押命令の効果として，それは執行国の同等の命令が有するのと同一の
順位を有する（32条）。各加盟国におけるそのような命令の効果は，優先主義よっ
ていたり，平等主義によっていたり様々である。コモンロー諸国のいわゆる凍結命
令では，債権者に特定の財産との関連で特別な地位を付与することはなく，債務者
に財産の処分を禁止するに過ぎない54。そこで，保全差押命令の効果の規律は，各
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53 Stellungnahme der Wirtschaftskammer Österreich, a.a.O.(Fn.39), S.7.
54 凍結命令（freezing order）とは，従来，マリーバ・インジャンクションの名で知られていた
制度である。これに関する最近の文献として，ニール・アンドリュース（安西明子訳）「迅速
化された裁判：イングランド法における保護手続，暫定手続，および略式手続」法政論集（名
加盟国の国内法に委ねられている55。
Ⅷ　費　用
⑴　保全差押命令取得手続または不服申立手続の費用は，同等の国内命令または
不服申立てのための費用よりも高額であってはならない（42条）。債権者が既に執
行名義を取得しているときは，利息と並んで（15条１項），それが債務者の負担と
なるとされる限りで，執行名義取得のための費用も保全差押命令中に含めることが
できる（15条２項）。
⑵　保全差押手続においては銀行にも費用が発生するから，その取扱いが問題と
なりうる。すなわち，銀行には命令中の指示を実行するために費用が発生しうるが，
国によっては，同等の国内命令に関してその費用の補償または償還を認めているこ
とがある。銀行は，執行国の法がそれを認めている限りで，同等の国内命令の実行
のための手数料の範囲内で，EUの保全差押命令との関連でも補償または償還の請
求権を与えられる（43条１項・２項）。さらに，銀行には14条の口座情報提供のた
めにも費用が発生しうる。銀行は，これに関しても，実際に発生した費用の額，か
つ，同等の国内命令の枠内において口座情報提供のために認められる金額以下の額
においてではあるが，手数料として徴収することができる（43条３項）。
加盟国の官庁，機関が保全差押命令の発令手続，執行手続，14条の情報提供との
関係で徴収する手数料は，各加盟国が予め定めた，かつ，透明性をもった一定の規則
に則って徴収される。これも，同等の国内命令との関連で徴収される手数料額を上
回ってはならない56（44条）。
Ⅸ　債務者保護のための措置
最初に指摘したように（前述，Ⅰ⑴参照），草案段階の保全差押規則には，債権
者側に傾いて債務者側の利益が軽視され過ぎているという批判が強かった。すなわ
ち，保全差押命令は債務者側の審尋を経ない片面的な手続によって発令されるが
（11条），草案では，このことによる債務者側の不利益を回復するための措置が十分
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古屋大学）235号47頁以下（2010年）参照。
55　KOM (2011) 445 endg., S.9; Rauscher-Wiedemann, Europäisches Zivilprozess- und
Kollisionsrecht, EuZPR/EuIPR, Bd.II, 4.Aufl. (2015), Art.32 EU-KPfVO Rdnr.2.
56 ドイツにおいては，前注（13）掲記の法律草案による，裁判所費用法等の関係の法律の改正に
よって，このこととの関係での所要の法整備がなされるが，あまりに細かいので内容は省略する。
には講じられていないというのである。そこで，成立した保全差押規則においては，
草案に比して，よりこの点に配慮するようになっている。以下では，債務者保護の
ための措置を具体的に見てみることする。
１　債務者に対する事後的な情報提供
⑴　債務者に対して，発令裁判所または債権者（いずれであるかは，発布国にお
いて送達について権限を有する者が誰であるかによる）は，25条による銀行の陳述
書の受領の日から３労働日以内に，保全差押命令，陳述書等を送達ないし転達する
ための手続を開始しなければならない（28条２項・３項第１段落）。草案段階では，
何時までにしなければならないのか具体的な期限は定められていなかったが（草案
25条参照），債務者が迅速に関係文書を入手しうるようにするために３労働日末ま
でという期限が設けられた。
送達は，文書の発布国と債務者の住所地国である加盟国が同一であるときは，そ
の国の法に従って行われる（28条２項）。双方の加盟国が異なるときは，債務者に対
する送達は住所地国の管轄官庁を仲介させて行う（28条３項第１段落・第２段落）。
⑵　ドイツ改正草案951条２項によると，保全差押命令を発令した裁判所が債務
者に対する28条による命令の送達を開始させ，この送達は民事訴訟法191条の意味
における債権者による当事者送達と見做される。すなわち，保全差押命令の発令を
求める申立ては，同時に，債権者が行う，発令裁判所の事務課の仲介による債務者
への保全差押命令の送達の委託と見做される57。
ドイツ改正草案952条１項２号によると，28条３項の管轄官庁は債務者の住所地
の区裁判所である。
２　差押禁止
⑴　差押禁止に関しては，執行国の法によって規律される（31条１項）。差押え
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57　BT-Drs. 18/7560, S.44=BR-Drs. 633/15, S.46．ドイツの当事者送達は，当事者が執行官に送達書
類を交付することによって開始されるが（ドイツ民事訴訟法192条２項），区裁判所の手続では，
当事者が発令裁判所の事務課の仲介により執行官に送達を委託することができる（同条３項。
この場合でも，送達の委託はあくまで当事者がしているものと観念される。Thomas/Putzo,
ZPO, 34.Aufl. (2013), §192 Rdnr.5）。他方，債権差押命令の債務者への送達は，差押命令の第三
債務者への債権者による当事者送達（ドイツ民事訴訟法829条２項１文）を受けて，執行官が
行う（同項２文）。本文に述べたところは，保全差押命令の申立てには，送達を行う執行官へ
の仲介を裁判所の事務課に対して求める趣旨が含まれているという意味である。
が禁止される資金が実際に差押えから除外されるために債務者の申立てを前提とす
るか否かについても，同様の国の法による（31条２項・３項）。同一の債権に基づ
いて，複数の加盟国で保全差押えがなされるときは，複数の差押禁止に関する規定
が並行的に適用されることになり，このことは債務者の過剰な保護に繋がりうる。
そのような場合には，債権者は，執行国の一つにおいて，当該加盟国において適用
されている差押禁止の調整を求めることができる（考慮事由第36項）。
なお，草案段階（草案32条１項）では，執行国である加盟国の法におけるその点
に関わる規定により，自然人にあっては被申立人とその家族の生活の，法人にあっ
ては常務の継続の確保に必要な資金は，命令の執行から除外されるとなっていたが，
保全差押規則では単純に執行国の法が指示されることとなった。法人については，
およそ差押禁止を定めていない国も多いこと58が考慮されたのであろうか。
⑵　差押禁止の範囲は国によって相当異なるから，この規律を各加盟国の国内法
に委ねたのでは債務者が適切に保護されるか不透明となってしまうので，それは規
則のレベルで統一的に行うべきであるとの意見があった。また，差押禁止に際して
は社会的弱者の保護が問われているから，執行国法ではなくして，債務者の住所地
国法の適用の方が適切であるとの意見もあった59。しかし，これらの意見は採用さ
れず，保全差押規則では，執行国法が基準となるとされた。差押禁止の範囲が国に
よって様々であるからこそ，これが実行可能な唯一の解決方法であるとの理由によ
る60。これにより，裁判所や銀行の外国の差押禁止規定調査に要する負担が回避さ
れる61。また，差押禁止規定は債権者の順位の問題と密接な関係があるから，両者
は同一の法によって規律されるのが適当であるとの理由もあげられる62。
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58　Vgl. Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 512.
59 Max Planck Working Group, Comments on the European Commission’s Green Paper on
Improving the Efficiency of the Enforcement of Judgement in the European Union: The
Attachment of Bank Accounts, 4 ECFR 252, 279 et seq.(2007); Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013,
512, 515.
60 Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.31 EuKtPVO Rdnr.1.
61 Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 507; Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.31 EuKtPVO Rdnr.1;
Rauscher-Wiedemann, a.a.O.(Fn.55), Art.31 EU-KPfVO Rdnr.3.
62 Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.31 EuKtPVO Rdnr.1; Rauscher-Wiedemann, a.a.O. (Fn.55),
Art.31 EU-KPfVO Rdnr.4; Hess, a.a.O.(Fn.26), § 10 Rdnr.162．優先主義と平等主義の長短を論ず
るわが国の文献ではあまり指摘されることのない視点であり，本注掲記の文献も本文に述べた
以上のことを言っていないが，差押禁止の範囲が狭く，それが可能な範囲が広ければ優先主義
を採用しやすいとの趣旨であろうか。
３　不服申立て
⑴　保全差押命令自体に対する債務者の不服申立ては，発布国の管轄裁判所が管
轄する（33条１項）。申立ては所定の書式によらなければならない（36条１項）。不
服申立事由は33条１項に列挙されている。第１は，保全差押規則の条件・要件が満
たされていないことであり，これには発令のための実体的要件の不存在のほか，発
令裁判所の無管轄，債権者が適時に本案手続を開始しなかったことといった形式的
要件も入るであろう。また，文書の送達や必要な翻訳が欠けていたこともあるが，
これには治癒の可能性がある（33条３項・４項）。債権者が過剰に差し押さえられ
た資金の差押えを解放するのに必要な措置をとらないことや（27条参照），保全し
ようとした債権が支払われたこと，本案手続での債権者敗訴の裁判なども不服申立
事由となる（33条１項d・e・f）。また，保全差押命令発令の基礎となった事情が変
化したときは，債権者からも債務者からも不服申立てをなしうる（35条）。
債務者は，執行国の管轄裁判所または管轄執行官庁に，所定の書式によって（36
条１項），保全差押命令の執行に対する不服申立てをなしうる（34条１項）。不服申
立事由としては，差押えが禁止されるべき資金が差押えから除外されないこと（こ
の場合には，差押えが制限される。），対象口座が保全差押規則の適用範囲に入らな
いこと，本案の執行名義の執行が執行国において拒絶され乃至は停止されたこと
（これらの場合には，執行は終了させられる。）である。そのほか，執行が執行国の
公序違反となるときも，執行は終了させられる（34条２項63）。
命令に対する不服申立ては発布国，執行に対する不服申立ては執行国というのが
保全差押規則の基本的な立場である（考慮事由第34項）。ところが，銀行の陳述書
が送達されないし，その治癒もないといったような形式的な不服申立事由や保全し
ようとした債権の支払といった事由は，発布国においても執行国においても主張し
うる（34条１項b）。これは体系違反であるが，債務者保護をより厚くするためで
あるとされる64。
33条・34条および35条の裁判は，管轄裁判所または管轄執行官庁が必要な情報を
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63　この規定は差押命令の内容的な再審査禁止を明示していないが，命令に対する不服申立ては
33条，執行に対するそれは34条という明確な区別に鑑みて，再審査は禁止されるとされる。
Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.34 EuKtPVO Rdnr.4; Hess/Raffelsieper, Eckpunkte der 
Kontenpfändungsverordnung, in: Hess (Hrsg.), Die Anerkennung im Internationalen Zivilprozess-
recht－Europäisches Vollstreckungsrecht (2014), S.219.
64 Hess/Raffelsieper, a.a.O. (Fn.29), S.51; dies., a.a.O.(Fn.63), S.219.
取得してから21日以内になされなければならない（36条４項）。それらの裁判は即
時に執行しうる（36条５項）。
⑵　ドイツで発令された保全差押命令に対する33条１項の不服申立てに関する管
轄裁判所は，当該命令の発令裁判所とされる（ドイツ改正草案954条１項１文）。ド
イツにおける差押命令の執行に対する34条の不服申立てに関する管轄裁判所は執行
裁判所（その管轄区域内で執行手続が行われるべき，または行われた区裁判所。ド
イツ民事訴訟法764条２項）とされる（ドイツ改正草案954条２項１文）。
⑶　草案段階では，事件は保全差押規則の適用範囲に入らない等の理由による発
布国における不服申立て，本案手続を所定の期間内に提起しないことを理由とする
執行国における不服申立ての場合には，被申立人は命令の内容を実際に知ってから
45日以内に申立てをしなければならないとの制限があった（草案34条２項・35条４
項）。これは保全差押規則には取り入れられておらず，それを相当とする見解も有
力であるが65，不適切との評価もある66。後者は，そのことが法的明確性の喪失に繋
がり，各加盟国が様々な制限期間を導入すれば手続の統一性も失われるということ
を理由とする。ただし，ドイツ民事訴訟法改正草案は，そのような期間制限の規定
を置いていない。
これに対し，不服申立てを認容する裁判は申立書の不服申立ての名宛人への送達
から30日以内でなければならないとする草案の規定（草案34条５項・35条７項）は，
若干の修正（期間の短縮，起算点の変更，却下の裁判も含める。）を受けつつも保
全差押規則に取り入れられている。不服申立てに早期に決着を付けて発令段階で審
尋の機会を有しなかった債務者の地位を回復しようとの趣旨からは，修正点は歓迎
されようが，その規定が遵守されなかった場合のサンクションの不存在ないし命令
の自動的失効の規定の不存在といった不備を指摘する見解もある67。
４　債権者の責任
⑴　債権者は，債権者が有責である保全差押命令によって生じたいかなる損害に
ついても責任を負う（13条１項）。規定の体裁から明らかなように，債権者の有責性
に関しては債務者が証明責任を負う。草案段階では，債権者の責任の問題は全面的
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65 Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.147
66 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.29), S.50; dies., a.a.O.(Fn.63), S.218.
67 Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 510 f.
に各加盟国の国内法の規律に委ねられていた（草案12条末尾68）。草案のこの自制的
態度は，この問題の規律の仕方が国によって様々であることに起因していたと思わ
れるが，逆に言うと，国内法を適用することは，債務者保護の基準に統一がとれな
いことを意味することになる。そこで，この問題はEUレベルで統一的に規律され
るべきであるとの見解も有力に主張されたが69，保全差押規則は，債権者の責任に
関する最低基準を示すにとどめた。ただし，これは最低基準であるから，各加盟国
の国内法において，有責性の有無やその証明責任の点に関して，保全差押規則より
も債務者にとってより有利な規定を設けることは妨げられない（32条３項，考慮事
由第19項）。ドイツ改正草案958条は，ドイツ民事訴訟法945条にならって，ドイツ
で執行された保全差押命令が初めから不当と判明した場合について，無過失責任を
規定している。
保全差押規則のレベルでも，一定の場合には，債権者の有責性に関する証明責任
が転換される。たとえば，債権者が本案の手続を開始しなかったとの理由とか，文
書の送達や翻訳に関する義務を履行しなかったとの理由で保全差押命令が取り消さ
れる場合などである（10条２項）。この場合でも，国内法によって無過失責任を定
めることは可能である。責任の問題のうちの有責性の点以外の点は，全面的に国内
法による。
以上で国内法というのは，執行国の法を指す。口座が複数の国で差し押さえられ
るときは，債務者が常居所を有する国の法を指し，常居所がないときは，事件と最
も密接な関連性を有する国の法を指す（13条４項）。
⑵　草案段階では，保全差押命令が取り消されるときは，併せて自動的に損害賠
償の支払を命ずるようにすべきであるとの提案もあったが70，そのような提案は保
全差押規則中には取り入れられていない。それ故，損害賠償を求めるには，保全差
押手続とは別個に通常の訴訟を提起しなければならないが，この訴訟に関する国際
管轄についての特別な規定も設けられていない。したがって，ブリュッセルⅠa規則
によることになるが，特に問題となるのは，本案の訴えに対する反訴（同規則８条
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68 そこには，債権者による立担保との関連で，「被申立人が国内法により申立人の被った損害
について責任を負わされる限りで」との文言が見られる。
69　Häcker, a.a.O.(Fn.11), S.2185; Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 501; Nunner-Krautgasser,
a.a.O.(Fn.5), S.142; Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.63), S.221. ただし，Hess, a.a.O. (Fn.5), S.74は，
損害賠償義務自体は保全差押規則中に定める必要はないとしていた。
70　Hess, a.a.O.(Fn.5), S.74.
３号）と不法行為地の管轄（同規則７条２号）であろう71。
５　担　保
⑴　債権者が未だ執行名義（となるべき文書）を取得していないときは，裁判所
は，保全差押命令の発令前に，手続の濫用を防止し，債務者に発生することのあり
うる損害の賠償を得ることができるようにするために，債権者から十分な額の立担
保を要求する。立担保を要求しなくともよいのは例外的場合に限られる（12条１項）。
すなわち，担保額は裁判所の裁量に委ねられるが（考慮事由第18項第１段落），立
担保自体は基本的に義務的である。これに対し，債権者が既に執行名義（となるべ
き文書）を取得しているときは，裁判所が立担保を要求するか否かもその裁量に委
ねられる（12条２項）。
草案は，債権者が未だ執行名義（となるべき文書）を取得していない場合に関し
ても，立担保を要求するか否かを裁判所の裁量に委ねていた（草案12条）。これは，
銀行は通常は立担保の資金を債権者に用立てる際に手数料を要求するので，義務的
な立担保は保全差押命令の取得に要する費用を高額化させる72ことが危惧されたか
らと言われる73。しかし，この場合には，執行名義（となるべき文書）がある場合
に比して，保全差押命令が不当と判明して債務者を害するおそれがそれなりに存在
する。それ故，審尋の機会を与えられなかった債務者の立場を保護するためには立
担保を義務的とすべきであると，一致して主張された74。
例外に該当する場合に関しては，債権者が無資力なとき，債権が扶養料や賃金に
係るものであるとき，少額の業務上の債務のように，債務者に損害が発生しない蓋
然性があるとき，という例示がなされている（考慮事由第18項第２段落）。例外に
該当するための事情は，債権者が申立書中で主張しなければならない（８条２項k）。
また，執行名義（となるべき文書）があるときに立担保が適切な例としては，本案
の裁判が上訴手続が係属中であるために未だ執行力を取得していない場合，仮執行
が可能であるに過ぎない場合があげられている（考慮事由第18項第３段落）。
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71 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.29), S.51.
72 Max Planck Working Group, supra note 58, at 262.
73 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.29), S.48; dies., a.a.O.(Fn.63), S.221; Schlosser/Hess, a.a.O.
(Fn.29), Art.12 EuKtPVO Rdnr.2.
74 Hess, a.a.O.(Fn.5), S.74; Domej, a.a.O.(Fn.11), ZEuP 2013, 501; Nunner-Krautgasser,
a.a.O.(Fn.5), S.142.
⑵　以上の規律には，なお一部について批判がある75。すなわち，それは，担保
の額は債務者に生ずることのありうる損害額によるとされている点についてであ
る。つまり，先に指摘したように（前述，Ⅸ４⑴参照），債権者の責任に関しては
各加盟国の国内法によるとされているから，この点は，発布国の裁判所が他国の法
を探求し，適用しなければならないということに繋がりうる。これは迅速を要する
保全差押えの段階では困難な要求であり，この意味においても，責任の問題は，そ
のすべてをEUレベルで統一的に規律した方がよかったというのである。
Ⅹ　評価と展望
⑴　このように，債権者側に傾き過ぎているという草案段階の批判に対しては，
成立した保全差押規則では一応の対処がなされた。そこで，保全差押規則は，なお
若干の点で問題を残していないではないものの，事前に審尋の機会が与えられない
債務者の不利益に対し，立担保や債権者の責任の強化などによって適切な埋め合わ
せを行っているとされる。その結果，同規則は，国境を越える事件における仮の権
利保護の改善に価値ある貢献をし，そのことによってEUにおいて債権をより効率
的に取り立てることを可能とするものである，と肯定的に評価する立場が表明され
ている76。
しかしながら，最初に問題が指摘されてから規則が制定されるまでには長い時間
を要したことから窺えるように，EU口座保全差押制度の創設には銀行業界などか
らの強い抵抗があったようである。EU内部の欧州経済及び社会委員会を初めとし
て，弁護士会や一部の学説からの批判もあった。にもかかわらず規則が成立したの
には，EU委員会の司法担当委員であったViviane Redingの力が与かって大きかった
ようであり，彼女は折からのリーマンショックも執行法にも関わる新たな規則の導
入を推し進めるために利用したと言われる77。
⑵　批判説の理論的な根拠としては，そもそもEUには執行法の問題を取り扱う
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75 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.29), S.48; dies., a.a.O.(Fn.63), S.221; Schlosser/Hess, a.a.O.
(Fn.29), Art.12 EuKtPVO Rdnr.3.
76 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.29), S.51 f.; dies., a.a.O.(Fn.63), S.221 f. そのほか，草案段階の保
全差押規則を積極的に評価するものとして，Häcker, a.a.O.(Fn.11), S.2186; Domej, a.a.O.(Fn.11),
ZEuP 2013, 526; Nunner-Krautgasser, a.a.O.(Fn.5), S.148; Sujeki, Grenzüberschreitende
Kontenpfändung in der EU, EWS 2011, 414, 420.
77 Hess, a.a.O.(Fn.5), S.70.
権限がないというものがある。すなわち，EUの保全差押規則制定の権限の根拠は，
ブリュッセルⅠ規則等に関してと同様に，「特に，域内市場の円滑な機能のために
必要であるときは」「加盟国間における裁判所の裁判及び裁判外の決定の承認と執
行を確保する」とするEU機能条約81条２項aであるが（考慮事由第２項），これは，
外国裁判所の命令の他の加盟国における執行を認める規則の制定権限の根拠とはな
らないというのである78。この見解によると，上記規定は各加盟国の裁判所の裁判
を前提とし，その承認（を円滑にしての執行の容易化）の問題のみを対象している
に過ぎないことになろう。主権侵害の問題があるから，執行の問題を規律する規則
制定の権限までは含まれないとの見解もある79。しかし，これらに対する反論とし
て，Hessらは，EUに執行に関する規制権限まで認められることは，EU機能条約81
条２項aの文言上明らかであると指摘する80。
Hessらは，この結果，執行法における伝統的な属地主義の原則は破られることに
なり，各加盟国の執行法を直接嚙合わせることが可能とされているとする。そして，
保全差押規則はこのことを初めて行ったEU民事手続規則として画期的なものであ
ると高く評価する。単に，外国の執行名義に執行力を付与するだけにとどまらない
ヨーロッパ執行法への第一歩が踏み出されたというのである81。
批判説の理論的な根拠としては，補完性原則や比例性原則というEU法の基本原
則に反するというものもある82。すなわち，ブリュッセルⅠ規則の改訂作業におい
ては執行宣言手続が一般的に廃止されることが予定されていた。そこで，不意打ち
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78 Stellungnahme des Deutschen Anwaltsvereins durch den Ausschuss Zivilverfahrensrecht 
zum Entwurf eines Gesetzes zur Durchführung der Verordnung (EU) Nummer 655/ 2014 sowie
zur Änderung sonstiger zivilprozessualer Vorschriften (EUKoPfVODG) Nr.7/ 2015, S.3 f.
https://anwaltverein.de/de/newsroom/sn-07-15
79 Stamm, Plädoyer für einen Verzicht auf den Europäischen Beschluss zur vorläufigen
Kontenpfändung－Zehn gute Gründe gegen dessen Einführung, IPRax 2014, 127．そのほか，
Stellungnahme der Wirtschaftskammer Österreich, a.a.O.(Fn.36), S.1 もEUの権限に懐疑的である。
80　Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.63), S.222 Fn.48.
81 Hess/Raffelsieper, a.a.O.(Fn.63), S.222; Schlosser/Hess, a.a.O.(Fn.29), Art.22 EuKtPVO Rdnr.3.
82 Stellungnahme des Europäischen Wirtschafts- und Sozialausschusses zu dem „Vorschlag für
eine Verordnung des Europäischen Parlaments und des Rates zur Einführung eines
Europäischen Beschlusses zur vorläufigen Kontenpfändung im Hinblick auf die Erleicherung der
grenzüberschreitenden Eintreibung von Forderungen in Zivil- und Handelssachen“, 2012/C
191/11, ABl. C 2012/373/57; Cranshaw, a.a.O.(Fn.31), S.410; Stamm, a.a.O.(Fn.78), S.127 f., 129．
なお，EU法上の補完性原則と比例性原則については，とりあえず，中西優美子『EU法』106頁
以下（2012年），庄司克宏『はじめてのEU法』107頁，282頁以下（2015年）参照。
効果のためには，債務者の審尋を経ない保全差押命令を認める各加盟国の国内法が
あればよいから，EU法レベルでそれを認める制度を新たに創設するというのは補
完性原則に反しているというのである。また，もしそのような国内法を有しない加
盟国があるのであれば，指令によってその旨を義務付けることで足りるから，新た
な規則の制定は比例性原則にも反するという。もっとも，先に指摘したように，実
際に成立したブリュッセルⅠa規則では，執行開始前における執行名義の送達の必
要性は残されたから，執行宣言手続の廃止だけでは不意打ち効果のためには不十分
であるが，反対説は，これにも，第三債権者への保全差押命令の送達の意義を問い
つつ，保全差押えの命令手続と執行手続の国際管轄を債務者の住所地の裁判所に集
中させるという手当てを示している83。この手当てで十分であるならば84，この趣旨
の規定の整備に関しても指令かブリュッセルⅠa規則の改訂で足りるであろうから85，
やはり補完性原則，比例性原則違反という疑念は残るように思われなくもない（こ
の点に関する保全差押規則の説明は極めて簡単である。考慮事由第47項参照）。
さらに，批判説の根拠として，そのような制度の実際上の必要性が不明であると
いう実際的な観点も指摘される。すなわち，その必要性に関する経験的な研究が行
われていないと指摘されたり86，あるアンケートの結果に依拠しつつ，EU域内の
413の企業のうち過去５年間に66の企業がEU域内での国境を越える紛争に巻き込ま
れたに過ぎず，その66の企業に関しても執行法上の問題まで生じたのかは不明であ
ると指摘されたりする87。
40 専修ロージャーナル　第12号 2016. 12
83　Stamm, a.a.O.(Fn.79), S.127 f.
84　Stamm は，第三債務者に対する送達は何ら強制的な処分ではなく，強制力は専ら債務者に対
して行使されると考えている。そこで，保全差押命令の効力が当然に第三債務者の住所地国で
承認されるだけでなく（22条），それに対する送達は主権侵害の問題を考えるまでもなく（こ
の点について，野村秀敏「国際的債権執行と仮差押えに関する２つの問題点」石川古稀『現代
社会における民事手続法の展開上巻』336頁（2002年）参照），しかも債務者への送達前に行う
ことができる，というのであろう。また，債務者に対する送達は，単純に，発布国である債務
者の住所地国で，その国内法に従って行えば足りる。
85　Stamm は，ここでの問題解決のためにわざわざ新しい規則を制定することを，「大砲で雀を
撃つ（mit Kanonen auf Spatzen）＝鶏を裂くに牛刀をもってする」の類であると言う。Stamm,
a.a.O.(Fn.79), S.129.
86　Stamm, a.a.O.(Fn.79), S.124.
87　Stellungnahme der Bundesrechtsanwaltskammer zum Vorschlag für eine Verordnung des
Europäischen Parlaments und des Rates zur Einführung eines Europäischen Beschlusses zur
vorläufigen Kontenpfändung im Hinblick auf die Erleicherung der grenzüberschreitenden
⑶　批判説は，そのほかにも様々な根拠をあげている。民事手続関係の立法に関
し，細部の具体的な点について批判がなされることはいくらでもあろうが，このよ
うに当該立法を行うための権限や必要性という「根源」の部分で相当な数の批判が
なされることは珍しいのではなかろうか。
そもそも，イギリスのEUからの離脱決定に見られるように，EU自体に対して，
各国の実情に必ずしも沿っていない，ブリュッセルのエリートの頭の中で考えられ
た理念先行の構築物である，といった反発が強まりつつある。また，先行する督促
手続規則，少額事件手続規則のほか執行名義規則に関しても，あまり実際の利用が
ないとの指摘がある88。立法過程での強い抵抗，多くの批判，担当委員の強引な（？）
力が働いたことといったことに鑑みれば，保全差押規則にも反発が生じ，実際には
ほとんど利用されないままになってしまうという可能性はそれなりにあると言わな
ければならないかもしれない。このような危惧が杞憂に終わることを念じつつ，適
用開始後の動向に注目していきたい。
【追記】本論文は，「平成27年度専修大学長期国内研修員」としての研究の成果の一
部である。
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Eintreibung von Forderungen in Zivil- und Handelssachen, Nr.61/2011, S.2. http://www.brak.de/
zur-rechtspolitik/stellungnahmen-pdf/stellungnahm en-deutschland/2011/november/
stellungnahme-der-brak-2011-61.pdf
88 Fawzy, a.a.O.(Fn.16), S.146; Stamm, a.a.O.(Fn.79), S.129．ちなみに，督促手続規則に関しては，
その実施状況に関する報告書が公表されている（Bericht der Kommission an das Europäische
Parlament, den Rat und den Europäischen Wirtschafts- und Sozialausschuss über die Anwendung
der Verordnung (EG) Nr.1986/2006 des Europäischen Parlaments und des Rates zur Einführung
eines Europäischen Mahnverfahrens, COM (2015) 495 final）。それによると，デンマークを除く
（デンマークにはこの規則は適用されないことになっている。）EU全体で毎年12,000件から
13,000件の新規申立てがあったとされている（2012年に最も申立てが多かったのはオーストリ
アで4,367件，次いでドイツで4,130件であった）。そして，報告書自体は，総じて見ると，この
手続は大部分の加盟国において比較的稀にしか利用されていないが，争いのない金銭債権と関
連した紛争をより簡易かつ迅速に解決し，手続費用を低減し，かつ，執行認可手続なしにEU
におけるヨーロッパ支払命令の自由な交通を可能にするという当該規則の目標は大幅に達成さ
れた，と肯定的な評価を与えているが（Bericht, S.3 f.），いかがであろうか（ちなみに，ドイ
ツの国内法による督促手続に関して言うと，2013年の新規申立て件数が約570万件とされてい
る。Musielak/Voit, ZPO, 13.Aufl. (2016), § 688 Rdnr.1）。
